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第１章 総  則 

 

１－１ 目 的 

 
 本指針は、名古屋市雨水流出抑制実施要綱に基づいて、流出抑制対策として設置する貯留施設

および浸透施設（以下総称して「貯留浸透施設」という。）の計画、設計、施工並びに維持管理に

係る一般原則を示すことを目的とする。 
 
（解 説） 
 都市化の著しい流域においては、流域の開発に伴い、これまで流域が有していた保水・遊水機

能が減少し、雨水の流下時間の短縮、流出量の増大等が顕著となって、河川・下水道等の治水施

設の整備水準を上回り、流域の治水安全度が低下してきている。 
 また一方では、水害発生の危険性の高い低地等に人口・資産が集中し、水害による被害が増大

する結果となっており、名古屋市においても、このような傾向から免れることはできず、豪雨の

たびに広範囲にわたって浸水被害の発生をみてきた。 
 このような問題を解消し、さらに未然に防止するため、名古屋市では昭和 49年に「名古屋市総

合排水計画策定協議会」を設置し、河川改修計画と下水道整備計画の総合調整をはかり、昭和 54

年 6月に「名古屋市総合排水計画」を公表し、さらに、昭和 63年 10月に改訂を行い、この計画

を基に、河川・下水道等の治水施設をそれぞれ整備してきた。 

 しかしながら、都市域において水害から街を守るには、従来からの治水施設の整備に加えて、

流域が持っていた保水・遊水機能を回復するための流出抑制対策が重要である。このような認識

のもとに、国レベルでは、貯留浸透施設を治水対策（主として都市河川対策）として位置付け、

補助事業としてきた。 

 名古屋市においても、雨水流出抑制を目的とした調整池の建設、ため池の整備、透水性舗装等

による対策を実施してきたが、これらの事業をさらに強力に推進するため、昭和 58年 9月に関係

12部局による「名古屋市雨水流出抑制推進連絡会」を設置し、貯留・浸透施設に関するモデル事

業、モデル地区事業の推進に並行して、技術的課題を解決しながら、事業の普及をめざした設計

指針の策定を目標に調査を進め、昭和 60年 3月に「名古屋市雨水流出抑制施設技術マニュアル」

を作成した。 

 その後、昭和 62年 4月に「名古屋市雨水流出抑制推進会議」を設置し、雨水流出抑制の効果、

影響の評価及び技術基準に関する検討、雨水流出抑制を重点的に実施する地区における施策の調

査、並びに民間施設等に対する普及啓発に関する検討を行うとともに、雨水流出抑制のための貯

留浸透施設の設置が、適正に、かつ容易に行われるよう、現場における計画、設計、施工並びに

維持管理のための手引書として平成 9年 4月に「名古屋市雨水流出抑制施設設計指針」を作成し

た。 

 しかし、平成 12 年 9 月に市域の 37％が浸水した東海豪雨による被害が発生する等、近年都市

部における局所的な集中豪雨による浸水被害が多発するとともに、一部では宅地開発等により設

けられた調節池が埋め立てられる等の問題も発生するようになってきた。このような状況下の中

で、都市部の河川流域において、ハード対策とソフト対策、内水対策と外水対策とが一体となっ
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た新たなスキームによる浸水被害対策が必要となり、平成 15年 6月に「特定都市河川浸水被害対

策法」（以下、「新法」と言う。）が新たに制定され、都市部における浸水被害を解消するための法

整備が進められた。 

 今回の改訂は、新法の施行に伴い策定された法令、ガイドライン、その他技術指針等と本指針

との技術基準の統一化をはかるものである。なお、新法に定める雨水浸透阻害行為の許可等のた

めの対策工事において実施される、雨水貯留浸透施設の設計・施工及び維持管理については、別

途定める「雨水浸透阻害行為許可のための雨水貯留浸透施設設計・施工技術指針」によるものと

する。 
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１－２ 適用範囲 

 
 本指針で対象とする貯留浸透施設とは、雨水流出抑制を目的として設置する施設のうち、校庭

等の空間地に、土地利用施設の本来の機能を確保しながら設置するオンサイト方式の貯留施設お

よび浸透トレンチ等の浸透施設をいうものとする。 
 
（解 説） 
1. 雨水流出抑制を目的とした貯留・浸透施設を、その設置場所、構造形式から分類すると図 1.1

となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 貯留施設は、流域の保水・遊水機能を維持・保全するための手段として、都市化流域におけ

る総合的な治水対策の一環として位置付けられ、目的に応じて多種多様な施設が設置されてい

る。 

  このうちで、本指針が対象とするオンサイト方式の貯留施設は、公園、広場、学校等の空間

図 1.1 雨水流出抑制施設の分類 
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地を利用して、本来の土地利用目的と十分に調整をはかった上、降雨を一時的に貯留し、治水

効果を期待する施設である。これは、従来の調節池（防災調節池を含む）が雨水を集約的に貯

留するため、その用地の取得が難しく、また、新規開発の場合には、用地負担が開発コストを

増大させる等の問題があり、これに対処するために進められてきたものである。 

3. 浸透施設は、貯留施設に比べて施設用地が少なくて済むうえに、施設の大半が地下に埋設さ

れるため、本来の土地利用に影響を与えないという利点があり、密集した市街地や、ミニ開発

地の流出抑制方法として有効である。 

  浸透施設は、流域の保水機能を回復し、洪水の流出を抑制すると共に、地下水を涵養して自

然環境を回復し、河川の維持流量の確保、地盤沈下の抑制等にも役立てることができる。 

4. 貯留浸透施設の設置場所は、主として市の所管する公共、公益施設であるが、本指針の主旨

と内容は、民間の宅地、工場等の開発に対しても、適用することが可能である。 

  なお、浸透施設は、構造物の大部分が地下に埋設されるため、土地利用に支障となることは

少ないが、貯留施設は、地下貯留を除き、小堤・小堀込により必要な貯留容量を施設内に確保

するため、貯留区域、湛水深と湛水時間、安全性等に留意し、本来の土地利用目的と十分調整

する必要がある。 
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１－３ 用語の定義 

 

 本指針で用いる用語は、それぞれ以下のように定義する。 

（１）貯留・浸透施設 

 ① 貯 留 施 設；公園、校庭、集合住宅の棟間等の空間地に、雨水を一時的に貯留し、又

は地下に空間を設けて雨水を貯留し、雨水流出を抑制するために設置す

る施設をいう。 

 ② 浸 透 施 設；浸透トレンチ、透水性舗装等により、雨水を地中に浸透させ、雨水排水

の絶対量を減ずることにより、雨水流出を抑制するために設置する施設

をいう。 

（２）流 出 抑 制 桝；敷地内排水施設と地区外排水施設の接続部に設ける桝で、出口をオリ

フィス構造としたものをいう。 

（３）計 画 放 流 量；計画降雨時において集水区域から地区外への、許容される最大排水量

をいう。 

（４）オンサイト貯留とオフサイト貯留 

 ① オンサイト貯留；雨水の移動を最小限におさえ、雨が降ったその場所で貯留し、雨水の流

出を抑制するもので、現地貯留ともいう。 

 ② オフサイト貯留；河川、下水道、水路等によって、集水し、集約的に貯留して雨水流出を

抑制するもので、現地外貯留ともいう。 

（５）貯 留 施 設 

 ① 屋 上 貯 留；学校、集合住宅等の屋上に設ける貯留施設をいう。 

 ② 公 園 貯 留；公園の広場、池等の空間地に設ける貯留施設をいう。 

 ③ 校 庭 貯 留；校庭の全部または一部を利用して設ける貯留施設をいう。 

 ④ 棟 間 貯 留；集合住宅の棟間の芝地等に設ける貯留施設をいう。 

 ⑤ 駐 車 場 貯 留；屋外駐車場に設ける貯留施設をいう。 

 ⑥ 空 隙 貯 留；公園、校庭等の空間地を掘削し、砕石等で置換することにより、地下に

空隙を設けて貯留する施設をいう。 

（６）浸 透 施 設 

 ① 浸 透 ト レ ン チ；掘削した溝に砕石を充填し、この中に透水管を埋設して流入した雨水

を砕石を通して地中に浸透させる施設をいう。 

 ② 浸 透 雨 水 桝；桝の底面および側面を砕石で充填し、集水した雨水を砕石を通して地

中に浸透させる施設をいう。 

 ③ 道 路 浸 透 桝；道路排水を対象にした浸透雨水桝をいう。道路浸透桝には、街渠桝工

（浸透用）、側溝桝工（浸透用）、雨水桝工（浸透用）、Ｌ形側溝桝工（浸

透用）がある。 

 ④ 透水性Ｕ形側溝；Ｕ字溝自体を透水性コンクリートで作り、この周囲を砕石で充填し、流

入した雨水を地中に浸透させる施設をいう。 

 ⑤ 透水性Ｌ形側溝；Ｌ字溝自体を透水性コンクリートで作り、流入した雨水を地中に浸透さ

せる施設をいう。 
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 ⑥ 透 水 性 舗 装；舗装体を通して雨水を直接路床へ浸透させ、地中に還元する機能をも

つ舗装をいう。 

 ⑦ 透 水 性 ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ舗 装；浸透原理は、⑥透水性舗装と同じである。透水性のブロックを通して

雨水を地中に浸透させる機能をもつ舗装をいう。 

（７）集  水  面  積；貯留浸透施設に雨水を集めることのできる区域の面積をいう。 

（８）放 流 比 流 量；貯留・浸透施設からの放流量を集水面積で除した値をいう。 

（９）貯留施設の規模 

 ① 貯留(可能)面積；敷地内の建物、道路等により決定される貯留施設の設置（可能）面積を

いう。 

 ② 貯留(限界)水深；学校貯留、公園貯留等における貯留時の安全性、本来の土地利用目的か

ら定まる貯留可能な（限界）水深をいう。 

 ③ 貯留(可能)容量；貯留（可能）面積に貯留（限界）水深を乗じることによって定まる貯留

（可能）容量をいう。 

（10）浸透施設の能力 

 ① 浸 透 能 力；単位浸透施設での１時間当りの浸透量をいう。 

 ② 施 設 貯 留 量；単位浸透施設の構造物内部や砕石の空隙に貯留する量をいう。 

（11）特定都市河川浸水被害対策法；都市部を流れる河川の流域において、著しい浸水被害が発生し、又は

そのおそれがあり、かつ河道等の整備による浸水被害の防止が市街化の

進展により困難な地域について、浸水被害対策の総合的な推進を図るこ

とを目的に平成 15年に成立。 

（12）特 定 都 市 河 川；下記のいずれの用件にも該当する河川のうち、国土交通大臣又は都道

府県知事が特定都市河川浸水被害対策法の規定により区間（河川法に規

定する河川の区間とは必ずしも一致しない）を限って指定するものをい

う。 

①都市部を流れる河川（河川法第３条第１項に規定する一級河川と二級

河川をいう。以下同じ）であること 

②その流域において著しい浸水被害が発生し、又はそのおそれがあるこ

と 

③河道又は洪水調節ダムの整備による浸水被害の防止が市街化の進展に

より困難であること 

（13）特定都市河川流域；特定都市河川の流域として国土交通大臣又は都道府県知事が法律第３

条の規定により指定するものをいい、特定都市河川の流域を えて特定

都市下水道の排水区域がある場合、当該排水区域も特定都市河川流域に

含まれる。 
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（解 説） 

１．流出抑制桝は、オリフィスにより集水区域からの流出量を計画放流量まで抑制する施設であ

り、その構造様式は、一般の貯留施設において、敷地内排水施設の流!に設ける放流施設と同

様である。 

  本指針では、当該地区が"用した排水方式が、たとえ浸透施設単#であっても、敷地内排水

施設と地区外排水施設の接続部に流出抑制桝を設けて、集水区域からの流出量を確実に計画放

流量まで抑制することをめざしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2 流出抑制桝の機能 
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第２章 計  画 

 

２－１ 計画手順 

 

 貯留浸透施設の計画にあたっては、現地の状況を$%した上で、当該地区に適用す

る流出抑制方式、貯留浸透施設の規模と配置、および流出抑制桝について検討するも

のとする。 

 

（解 説） 

  資料&集から計画立'に(る調査の)要とその手順は、図 2.1 に示すとおりであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 *）本指針では、貯留施設による雨水流出抑制対策を基本として検討を行っている

が、地下水の涵養、+ートアイランドの抑制等、環境面への効果から浸透施設

による雨水流出抑制対策についても積,的に推進するものである。

図 2.1 計画の概略手順  

計 画 準 備
（特定都市河川流域内か-）

必要貯留量の算出

貯留面積・貯留水深の検討

設計貯留量の算出

./定0
貯留可能容量
1必要貯留容量

(400A)

必要貯留浸透量の算出

浸透能力と施設貯留量の検討

構造2イ3、4量
と)5配置の検討

設計貯留・浸透量の算出

./定0
設計貯留・浸透量
1必要貯留浸透量

(400A)

下流放流量（オリフィス敷高、口6）の検討

./定0
下流放流量7計画放流量

配置計画

（２－２89）

:貯留施設の計画; :浸透施設の計画;

NONO

YES
NO

YES

（２－５89）

（２－６89）

YES

NO

（２－７89）

（２－８89）

計画する行為は
許可対象か-

貯留・浸透施設の設計

対策工事として
問題ないか-

NO

NO

YES

YES

:対策工事の計画;
YES

NO

./定0
設計貯留・浸透量
1必要貯留浸透量

(400A)

設計貯留・浸透量の算出

NO

YES

計 画 準 備
（特定都市河川流域内か-）

必要貯留量の算出

貯留面積・貯留水深の検討

設計貯留量の算出

./定0
貯留可能容量
1必要貯留容量

(400A)

必要貯留浸透量の算出

浸透能力と施設貯留量の検討

構造2イ3、4量
と)5配置の検討

設計貯留・浸透量の算出

./定0
設計貯留・浸透量
1必要貯留浸透量

(400A)

下流放流量（オリフィス敷高、口6）の検討

./定0
下流放流量7計画放流量

配置計画

（２－２89）

:貯留施設の計画; :浸透施設の計画;

NONO

YES
NO

YES

（２－５89）

（２－６89）

YES

NO

（２－７89）

（２－８89）

計画する行為は
許可対象か-

貯留・浸透施設の設計

対策工事として
問題ないか-

NO

NO

YES

YES

:対策工事の計画;
YES

NO

./定0
設計貯留・浸透量
1必要貯留浸透量

(400A)

設計貯留・浸透量の算出

NO

YES
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２－２ 計画準備  
 
貯留浸透施設の計画にあたっては、流域の地形、土地利用．地被の状況、

地区内外の雨水排水条件等について、<=資料を&集・整理すると共に、現

地>査を行い、計画検討のための基本的な事項を確認しておくものとする。 

 

（解 説）  

貯留浸透施設の計画立'にあたり、調査全体の流れを$%したうえで必要
な資料を整え、当該地区に適用する施設の?元を決定して計画立'のための
準備を行う。  

&集・整理する関係資料は以下のとおりである。  

①地形、地@に関する資料  

  地形図、地@図、AーリンB資料  

 ②土地利用、地被状C  

  土地利用図、都市計画図  

 ③施設計画、排水計画  

 ④排水条件  

  排水Dの河川（特定都市河川）・下水の流下能力、施設構造  

*）計画E定地が特定都市河川流域内である場合は、別途定める「雨水
浸透阻害行為許可のための雨水貯留浸透施設設計・施工技術指針

（F称）」によるものとする。  
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２－３ 計画規模 

 
本指針に基づいて設置する貯留浸透施設の計画降雨規模は、年 G確H 1/10 を標準

とし、集水面積 100m2 当り 4m3（400m3/ha）の貯留浸透施設を設けるものとする。
Iし、集水区域内のJ地は、集水面積から除くことができるものとする。  

 
（解 説）  
1. 貯留浸透施設の集水区域内にJ地がある場合には、この区域内に排水施設を設け
ないで、自然浸透並びにK発LさせることをMNに、貯留浸透施設の必要容量

（4m3/100m2）を算定するための集水面積から除くことができる。なお、ここで対

象とするJ地とは、以下の内容でJ化された区域およびこれに準じるものをいう。 
① OP形Cが一連性をもったもの。  
② 適正に維持管理されているもの。  

2. 貯留浸透施設の計画降雨規模の年 G確H 1/10 の降雨（r=2095.0/(t0.75+11.717)）
は、特定都市河川浸水被害対策法に基づく降雨である。  

3. 計画降雨規模である年 G確H 1/10 の降雨と本市の当面の下水道整備目標であ

る年 G確H 1/5 の降雨（r=1547.1/(t0.74+8.805)）との流出量のQ分を計算すると
約 400m3/ha となることから、集水面積 100m2 当たり 4m3を標準貯留量とする。（図

2.2 89）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.2 年超過確率 1/10 の降雨と年超過確率 1/5 の降雨の流出量の関係 

 

年超過確率1/10の降雨による流出量

年超過確率1/5の降雨による流出量

流
出
量

時間

1/10の流出量と
1/5の流出量との差分量

３９６（m3/ha）

年超過確率1/10の降雨による流出量

年超過確率1/5の降雨による流出量

流
出
量

時間

1/10の流出量と
1/5の流出量との差分量

３９６（m3/ha）
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以下の条 件に基づき洪水調節計算を行うと、年 G確H 1/10 の降雨のRに、
400m3/ha の貯留対策を行うことにより、集水区域からの下流放流量を計画放流量
以下に抑えることが可能となる。また、浸透施設については、集水区域からの流出

量が計画放流量を Gするのが 60 分間であることから、１時間当たり 4m3/100m2

を標準貯留浸透量とする。  
 
 S洪水調節計算の条件T  

①  降 雨 確 H；年 G確H 1/10 （r=2095.0/(t0.75+11.717)、tU降雨V続時間） 
②  降 雨 W 形；中X集中型降雨W形（降雨V続時間 24 時間）  
③  流 出 係 4； f=0.975 
④  洪水YZ時間；tc=10 分  
⑤  集 水 面 積；A=1.0ha 
⑥  貯 留 面 積；a=0.05ha 
⑦  流 出 量 計 算；合理式  
[  計 画 放 流 量；q0=0.09m3/s/ha 

 
*）確 H 降 雨・・・下水道整備が年 G確H 1/5 降雨対策を目標に進めている

こと、及び新法に用いられる降雨強度が年 G確H 1/10
であることから 1/10 とした。  

流 出 係 4・・・新法に規定された「宅地」（ f=0.9）の流出係4のうち、J
地を除外した屋\（ f=1.0）、及び駐車場・]ーチ（ f=0.95）
の流出係4の平^値より f=0.975 とした。  

計画放流量・・・J_土`局及び、上下水道局の所管する]ン3所の放流比

流量の平^値より q0=0.09 (m3/s/ha)とした。  
 
 

 
図 2.3 貯留施設の概念図 

池面積 a 

集水面積 A 

計画放流量 q0  
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図 2.4 放流施設の概念図 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.5 貯留容量と放流量の関係 
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２－４ 流出抑制方式 

 
貯留施設と浸透施設をaのようにb合せ、配置するかについては、当該地区のおか

れた地形、地@、排水c統、土地利用計画等の?条件をdまえて、e施設の流出抑制

機能が効果的に発fできる方式を設定する。なお、流出抑制は、基本的には貯留施設

により行う。  
 

（解 説）  
1. 貯留施設と浸透施設をaのようにb合せ、流出抑制を図るかについては、以下の

手順に従った検討を行い、g当な方式を設定する。  
① 貯留施設の計画（２－５89）  

当該地区において、必要容量（400m3/ha）を確保し得る貯留施設の設置可能

性を検討する。これが難しい場合でも、可能な限りこれに近づける工hをする。  
② 浸透施設の計画（２－６89）  

①で確保した貯留施設の容量が必要容量にiたない場合には、浸透施設によ

りjk分を補うこととし、浸透施設の構造2イ3、必要4量、およその配置を

検討する。  
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2. 貯留浸透施設のbみ合せ例は図 2.8 に示すとおりである。  

 

 
 
 
 

 

 
図 2.8 貯留浸透施設の組合せ例 

+
, 

図 2.7 貯留・浸透施設の組合せ概念図 
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２－５ 貯留施設の計画 

２－５－１ 基本事項 

 
貯留施設は、必要な貯留容量を確保すると共に、流出抑制機能が発fできるよう計

画するものとする。  
 

（解 説）  
1. 貯留施設の機能のV続性とlmな維持管理等の条件がiたされる場所としては、

公共・公益施設用地がnえられ、そのうち、貯留施設として利用できる広さが得ら

れるものとしては、一般にoのものがある。  
① 公園   
② 学校の校庭  
③ 集合住宅の棟間  
④ その他（区役所、消防施設、保p所等）  

2. このため、貯留場所を決めるにあたっては、本来の土地利用目的と共に、貯留時

においても利用qの安全が確保でき、しかも、施設の機能維持がr期にわたりV続

できる範囲とする。  
3. 必要貯留容量は計画規模（4m3/100m2）からo式によりsまる。  

必要貯留容量（m3)=4m3/100m2t集水面積（ha)t100 
= 400t集水面積（ha) 

4. 貯留施設の場合、特に土u流出の多い場所、及び別途法令で定めるものを除き、

vu量はnwしなくてよいものとする。  
5. 貯留施設への集水方法、地区外の排水施設との取り付け等についても配wしなけ

れxならない。  
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２－５－２ 貯留可能容量 

 
貯留施設を地表に設置する場合は、その土地利用に配wし、貯留時においても利用

qの安全が確保でき、かつ、流出抑制効果が期待できる適yな貯留可能容量を設定す

るものとする。  
 

（解 説）  
1. 貯留可能容量はo式によりsまる。  

貯留可能容量（m3）z貯留（可能）面積（m2）t貯留（限界）水深（m) 
 

 

図 2.9 貯留可能容量 

 
 

2. 公共・公益施設用地等を利用して設置する貯留施設は、公共・公益施設本来の利

用に著しい支障のない構造でなけれxならない。このため、貯留施設の構造型式は、

一般に小堤・小掘込式となる場合が多い。この場合には、貯留に{用する水深に基

本的な制約がある。貯留面積および水深の設定にあたっての基本的なnえ方は下記

のとおりである。  
① 貯留可能面積は、本来の利用目的に係る施設の形状、配置により定めるものと

する。例えx、学校の校庭面積がこれに|当する。  
② 貯留限界水深は、貯留時の安全確保とともに、施設の{用状況をnwした適y

な値をとるものとする。  
3. 表 2.1 は、利用qの安全、標準的施設の配置条件をnwした貯留限界水深を示し

たものである。なお、貯留水深は、敷地の地表上に貯留する場合、表 2.1 を標準と
するが、安全対策を別途に}ずると共に、維持管理が十分に行われる場合は、その

値を増加することができるものとする。  
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表 2.1 貯留限界水深 

 

土地利用 貯留場所 
貯留限界水深 

（~） 

小学校 屋外�動場 ０．３ 

中学校 屋外�動場 ０．３ 
学 

 

校 高等学校 屋外�動場 
０．３ 

 ０．５ 

!"公園 #$等を除く広場 ０．２ 公 

 

園 

近%・地区公

園 
�動施設用地 

０．３ 

 ０．５ 

集合住宅 棟間J地 ０．３ 

駐車場 駐車ます ０．１ 

 
(出&；「増補流域貯留施設等技術指針（'）」 ) 

 
*） U高等学校、近%・地区公園の場合は安全対策をnwし、貯留水深を 0.5m

とする場合もある。  
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２－６ 浸透施設の計画 

２－６－１ 基本事項 

 
浸透施設は、貯留施設として必要な貯留容量に|当する量を確保すると共に、所要

の流出抑制機能が発fできるよう計画するものとする。  
 
（解 説）  

密集した市街地では、貯留面積を確保することが困難な場合もあり、そのような場

合には、浸透施設単#で流出抑制を行うことになる。  
この場合、計画規模である 4m3 /100~ 2 に|当する浸透施設を設けることになる。

浸透施設による雨水の流出抑制は、施設周'地盤への浸透の他に、施設の空隙部への

貯留よりなされるので、浸透施設の計画にあたっては、浸透と貯留の(方をnwする

ものとする。  
計画規模に|当する浸透量は、１時間当たり 4m3/100~ 2 の浸透量とnえ、また、

貯留量は、そのまま 4m3/100~ 2 として、必要量（必要貯留浸透量）をo式によりs

めるものとする。  
必要貯留浸透量 (m３ ) =4m3/100~ 2t集水面積 (ha)t100 

=400t集水面積（ha) 
浸透施設の設置にあたっては、この必要貯留浸透量を確保するための構造)イ3と

4量、合理的な配置等を設定する。  
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２－６－２ 浸透能力と施設貯留量 

 
浸透施設の浸透能力は、原則として現地浸透*+を行い決定するものとする。また、

施設貯留量は、浸透施設,にそれぞれ空隙容積を算出してsめるものとする。  
 

（解 説）   
1. 名古屋市域の地盤浸透能力は、対象地点の地形、地@、施設の設置条件等によっ

て-ラ.キが生じることをnwし、原則として、現地浸透*+により決定する。I

し、この*+ができない場合には、/和透水係4 K0z1.94t10－ 3（c~ /0）を用い
ることができるものとする。  

 
2. 浸透能力は、単位浸透施設の単位時間当りの浸透量であり、施設貯留量は単位浸

透施設当たりの貯留量である。単位施設は表 2.2 のように定める。  
 

表 2.2 単位施設 

施設 単位施設 浸透能力の単位 施設貯留量の単位 

浸透トレンチ 

透水性Ｕ型側溝 

透水性Ｌ型側溝 

１~当り ~ 3/~ ~ 3/~ 

浸透雨水桝 

道路浸透桝 
１1所当り ~ 3/1所 ~ 3/1所 

透水性舗装 

透水性ブロック舗装 
１~ 2 当り ~ 3/~ 2 ~ 3/~ 2 
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3. 浸透施設の単位設計浸透量は、現地浸透*+結果を8nに、浸透施設の形状と設

計水2を3ラ4ー2ーとする。56式を用いて基準浸透量をsめ、これにe種影響

係4を乗じて算定するものとする。Iし、現地浸透*+が困 難な場合には、表 2.5
の浸透施設別浸透力標準値を適用することができるものとする。  

 
①  基準浸透量の算定  

施設別の基準浸透量 Q7はo式で算定する。  
Q7=K0tK7t3600 /100 

ここで、Q7U設置施設の基準浸透量  
（浸透施設 1 8、1~あるいは 1~ 2 当たりの m3 /hr) 

K7U設置施設の比浸透量（m2）  
（浸透施設の形状と設計水2を3ラ4ー2ーとする算定式からs

める）  
K0U土9の/和透水係4（cm/s) 

（現地浸透*+結果からsめる）  
 

基準浸透量の算定の手順をoに示す。  
1）設置施設の比浸透量（K7）を浸透施設の形状と設計水2を3ラ4ー2ー

とする算定式よりsめる。  
2）設置施設の基準浸透量（Q7）は/和透水係4（K0）に設置施設の比浸

透量（K7 )を乗じて算定する。  
なお、K7および K0は、設置施設あるいは*+施設の形状と設計水2で決まる

定4で、表 2.3 および表 2.4 の算定式で算定する。  
②  単位設計浸透量の算定  

浸透施設の単位設計浸透量は①でsまる基準浸透量（Q7 )に、影響係4（C）を
乗じてsめるものとする。  

QzCtQ7  

ここで、Q U浸透施設の単位設計浸透量  
Q7U浸透施設の基準浸透量  
C U影響係4（z0.81）  
 

*）影響係4の:;については、「雨水浸透施設技術指針<'=調査・計画>」（?

@法人雨水貯留浸透技術協会>）を89のこと。  
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【参考】前出算定式の施設に該当しないタイプの浸透施設の比浸透量の計算方法  

①浸透ます 

 !"#$%&'()*+,標準施設の比浸透量を利用して、当該施設の比浸透量を

算定することができる  
側面浸透のみU（側面および底面の比浸透量）－（底面のみの比浸透量）  
被BがかかるU-./0 !1234567891:;<=  

 
②浸透トレンチ 

 !"#$%&'()*+,>? !89@ABC,-./0 !D856789EF

GHIDJK,LM(<=(N4O 

[9@AB ]P[-. !89@AB ]Q[FGHI ] 

RR1,[FGHI ]P[>? !8567 ]S[-. !8567 ] 

TUVWXY:Z[@A,\ :][@A8^,_ :`[@A8^,a :b7%cc4d8567D

FGHIEefg1,h<iE<=jkDDl1efm1n3O 

標準施設  Ａ :片面浸透  

Ｂ :底面浸

透  

のみ  

Ｃ :側面浸透のみ  Ｄ :被圧がかかる  

     

 
表－C D水Bおよび補正係4  

静水圧  
区分  

標準施設  当該施設  
補正係数  

Ａ:片面浸透  H2/2+W･H (H/2+W)/(H+W) 

Ｂ :底面浸透のみ W･H W/(H+W) 

Ｃ:側面浸透のみ H2 H/(H+W) 

Ｄ:被圧がかかる 

H(H+W) 

H(H+2h)+W(H+h) {H(H+2h)+W(H+h)}/{H(H+W)} 

算定手順  
①[標準施設の比浸透量Ｋ ] ：K=aH+b=3.093H+(1.34W+0.677) ここに､H:設計水頭 (m)､W:底

面幅 (m) 

②[補正係数 ] ：表－Ⅰ参照  

③[当該施設の比浸透量Ｋ ｆ] ：［標準施設の比浸透量Ｋ］×［補正係数］＝①×② 

表－E 比浸透量の計算例  
施設の形状など 標準施設  当該施設  

区分  設計水頭  

高さＨ 

被圧の 

水位ｈ 

底面幅  

Ｗ 

比浸透量  

Ｋ  (m
2 ) ① 

静水圧  

(t f/m2 ) 

静水圧  

(t f/m2 ) 

補正係数  

② 

比浸透量  

Ｋ ｆ(m
2 ) ③ 

Ａ :片面浸透  － 0.48 0.73 2.3380 

Ｂ :底面浸透のみ － 0.3 0.45 1.4413 

Ｃ :側面浸透のみ － 0.36 0.55 1.7615 

Ｄ :被圧がかかる 

0.6  m 

0.1 m 

0.5 m 3.2028 0.66 

0.83 1.26 4.0355 

h 

Ｗ 

Ｈ 

Ｈ 

Ｈ 
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表2.5 単位施設での浸透能力の標準値 

施設名称  単位  浸透能力  
浸透トレンチ  ~ 3/~  0.17F0.22 
浸透雨水桝工  ~ 3/1所 0.32F0.37 

街渠桝工 (450 用 ) ~ 3/1所  0.06 
側溝桝工  ~ 3/1所  0.06 道路浸透桝工  
雨水桝工（C）  ~ 3/1所  0.11F0.16 

透水性 U 型側溝  ~ 3/~  0.12F0.16 

透水性 L 型側溝  ~ 3/~  0.04 
(G道 ) ~ 3/~ 2 0.07 

透水性舗装  
(駐車場 ) ~ 3/~ 2 0.07 
(G道 ) ~ 3/~ 2 0.07 

透水性ブロック舗装  
(駐車場 ) ~ 3/~ 2 0.07 

*）浸透能力は標準値を示したもので、構造及び:;につ

いては、第 3 章を89してくHさい。  
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4. 浸透施設の空隙による貯留効果をI込JH施設貯留量については、K密計算によ

り、その貯留効果が下流への流出抑制効果を発fする場合のみI込むことができる

ものとする。Iし、オリフィス敷高よりも上部で、オリフィス等の放流Lを通して

放流される構造となっており、水位と貯留量の関係が算定できる場合に限って、空

隙部の貯留効果を貯留施設と同様に計算することができるものとする。また、浸透

施設の空隙Hについては、表 2.6 に示すとおり、{用されるM料により決定するも
のとする。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

*）N空隙貯留をI込まない場合は、H.W.L にて設計水
2 H を設定することができるものとする。  

 
図 2.10 空隙貯留の考え方 

 

 

表 2.6 材料別の空隙率 

o   p  !hq  rs1:4tuq  

vwxyzX3#4#5 {d 40% 30|40%}1 

~� !"V�# $o%&' 6|18%}2 

wx()yz  $o%&' 3|15%}2 

A6*+W,-./012  12%34}2 

A6*567=89:;  

10< 

12%34}2 

A6*=#~>V/ 20< 25%34}1 

?�W@ ~ABCo  
DE34AF8GHIJ

qEKE  

60|95%}3 

L&'CAF1:;M0;,NO

98<8L&'EP34l8l)4 

}1QR6@A !STUVWXYZ[# \#]^_9  ̀ abcdR6BC@ASTef 

}2Qgh!h \UV abcdijk:ef 

}3QSTlmn=o abcdR6BC@ASTef 

N  

オリフィス

空隙貯留を見込める部分

厳密計算を要する部分

H.W.L

設計水頭H

ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ管

オリフィス

空隙貯留を見込める部分

厳密計算を要する部分

H.W.L

設計水頭H

ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ管
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２－６－３ 設計貯留浸透量 

 
 浸透施設は、e種構造2イ3について必要な4量を決定し、これを合理的にb合せ

配置して所要の流出抑制効果が期待できる適yな設計貯留浸透量を設定するものとす

る。  
 
（解 説）  
e種構造2イ3の浸透施設を合理的に配置することにより、集水面積 100~２当り 4

~３の設計貯留浸透量を確保する必要がある。  
設計貯留浸透量は、集水区域内に設置される浸透施設の総貯留浸透量として、o式

によりsめられる。  
 
 
 
 
 
 
         ここに、  QO；設計貯留浸透量（~３）  

P c；構造2イ3別浸透能力（~３ /単位施設）  
Q c；構造2イ3別施設貯留量（~３ /単位施設）  
N ；構造2イ3別施設4量  
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２－７ 下流放流量 

 
 流出抑制方式にかかわらず、敷地内排水施設と地区外排水施設の接続部に流出抑制

桝を設置し、集水区域からの雨水流出量を確実に計画放流量まで抑制するものとする。 
 
（解 説）   
1. 下流放流量については、下水道施設の整備状況、流域の開発状況及びその他の法
令による規制をnwした上で決定する。なお、上記の検討が困難な場合においては、

２－３「計画規模」にて用いた放流比流量 0.09（m３ /s/ha）を計画放流比流量とし

て用い、計画放流量をo式によりsめることができるものとする。  
 
 

計画放流量（m３ /0 ) =放流比流量 (m３ /s /ha)t集水面積（ha）  
=0.09t集水面積 (ha)  （m３ /s）  
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2. 流出抑制桝にはオリフィスを設け、計画放流量以下となるようなオリフィスの敷

高及び口6を設定するものとする。  
  ① オリフィスの敷高  
    オリフィス敷高は、流出抑制桝への集水施設（側溝、管渠）底高以下とする。  

 
図 2.11 オリフィス敷高 

 
  ② オリフィスの放流量  
    オリフィスは、正方形のR型を標準とする。その放流量は、口6と敷高、B

力水2より下式によりsめる。  
    なお、オリフィス口6は、原則としてSz５O~を最小とする。  
    下式により、sまったオリフィス口6が、最小口6以下となった場合でも、

オリフィスのTUをVけるためにSz５O~とする。  
  
   .WX71.2D の場合0  
       

2/3hpDCQ ⋅⋅=  
 
   .1.2DYWXY1.8D の場合0  
       DhpDhp 8.1,2.1 ==  の Q を直Z近[  
 
   .WX11.8D の場合0  

       hpgDCQ ⋅⋅⋅⋅= 2' 2  

    
ここに、 \；計画放流量（m3 /s）  

        ]；流量係4（=1.8）  
        ] ’；流量係4（=0.6）  
        S；オリフィス口6（m）  
        ^；重力加_度（m/s２）  
        W X；B力水2（m）（図 2.12 89）  
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図 2.12 圧力水頭の決め方 



‐30‐ 

２－８ 配置計画 

 

貯留浸透施設の配置は、流域の地形、土地利用および集・排水c統を十分
nwし、集水施設から貯留・浸透施設を`て、地区外の排水施設に(るまで
の雨水の流れが合理的に行われるよう計画するものとする。  

 

（解 説）  

1. 貯留施設の配置は、土地利用、地区内・外の排水施設等をnwして決定
する。  

2. 浸透施設の計画にあたっては、対象地区の土地利用、地@およびその改
a状況、下流のb入れ施設（貯留施設および地区外の排水施設）等をnw
して、構造2イ3と配置を決定する。  

浸透施設の構造2イ3と機能は以下のとおりである。  

①屋\等の雨水をbける施設；桝、側溝  

②雨水の移動と浸透処理；浸透トレンチ、側溝  

③現位置での浸透施設；透水性舗装、透水性ブロック舗装  

④その他、J地等の浸透域は、排水施設に接続しない。  

なお、名古屋市域の地盤は、c土等により改aされた区域が多く、浸透

施設がその機能を発fするためには、c土の下の現地盤に設置する必要が

あり、側溝や小規模な桝では、対応が難しい場合がある。  

3. 当該地区が浸透施設の設置場所として適しているかdかについては、地
形、地@に関する<=資料および現地>査の結果から、およその/eが可
能である。浸透施設の設置可能範囲の標準的なf定条件は下記のとおりで

ある。  

(1)地形からの/e  

浸透施設の設置に適したとこgを地形から/eすると、以下のようにな
る。  

①h地・段i（構成地@による）  

②j状地  

③自然堤防（構成v積物による）  

④$kv積地  

⑤il地（構成地@による、mn面は適さない）  

(2)土@からの/e  

透水性があまり期待できない土@について、共通点をopると以下のと
おりであり、設置可能区域から除外する。  

①透水係4が 10 -4cm/s 以下である場合。  

②空q間隙Hが 10％以下で、土がlくrsっている場合。  

③t度分uにおいて、;t分（v土、wルト）のxめるy合がおおむ
z 40％以上である場合。  
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(3)設置{止区域  

以下のような場所は、浸透施設の設置を{止する。  

① m傾n地|}危険区域、がけ|れ*意~所、地すべり防止区域。 

② 河川やため池の堤防付近等、地下へ雨水を浸透させることによっ

て法面の安全性が�われる れのある地域。  

4. 浸透桝および浸透トレンチを設置する場合には、oのような事項を検討
した上で設置するものとする。  

  ① 地下水位が浸透施設底面以下であること。  

  ② 地下水が下水道管に流入しないような対策を}じた構造である
こと。  

5. 以下のn面付近に浸透施設を設置する場合は、浸透施設設置に伴う雨水
浸透をnwしたn面の安定性について事Mに十分な検討を実施し、浸透施
設の可dを/定するものとする。  

   ①人工改a地  

   ②y土n面（特に!"地盤や地"の傾n等に*意する。）とその周'  

   ③c土地盤の端部n面部分（#$等設置~所も含む。）とその周'  

なお、n面部付近における浸透施設の設置{止区域の目安として下図に
示すが、n面の安定性について土@条件等から十分な検討の上決定するこ

とが必要である。  

 

図 2.13 斜面近傍の浸透施設設置禁止場所の目安 

 

6. 浸透施設の構造2イ3のf定と配置については、建物等の施設配置の他

に、地盤の土@、改a状況等に留意し、c土部分をVける等の配wが必要
である。  

7. 道路浸透桝および浸透トレンチを<設構造物 や基%に近づけす&ると、
施工のRに基%を'るめたり、浸透水が<設構造物の周りを流れることに

より周'地盤が影響をbける場合がある。さらに<設構造物の埋(し土に
よって浸透能力が制約されることもnえられる。このため、道路浸透桝お
よび浸透トレンチの設置場所は、<設構造物や建物等への影響をnwして、
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基%から 30cm 以上か、掘削深に|当する)*を*すと共に、地下埋設物

の近くはVけるものとする。  

 

 
図 2.14 道路浸透桝および浸透トレンチの設置場所 

 
 

30c
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第３章 設  計 

 

３－１ 貯留施設の設計 

３－１－１ 構造形式 

 

貯留施設は、設置場所の本来の土地利用目的、安全性、維持管理等を総合的に+'
し、流出抑制機能が効果的に発fできる構造とする。 

 

（解 説） 

1. 貯留部の排水機能が効果的に発fされないと、貯留部の,水-度が大きくなると

ともに湛水時間もrくなる。 

貯留部の排水がlmであるかdかは、貯留施設の構造、排水施設の構造、底面の
整正状C、排水.配、底面部のM料の透水性等に/0される。 

このため貯留施設の設計にあたっては、本来の土地利用目的にも配wしながら;
部に1っての2重な検討が必要である。 

図 3.1は、貯留施設を構造型式によって分類したもので、これらはすべて自然放

流方式である。 

 

； 貯留施設として、最も単3な型式である。 
 

 

； 排水をすみやかにし、底面への,水-度を
少なくして、底面の保4をはかったものであ
る。 

 

 

 

； 公園貯留等の貯留可能面積の広いとこgに
用い、高水敷の高度利用をはかる。 

 

 

 

； 単t度砕石や貯留浸透5等によってBラン
ドや駐車場等の底部を置換することにより、

地下に空隙を確保する。雨水を地下の空隙部

に貯留することにより、地表面の高度利用を

はかる。 

図 3.1 貯留施設の構造型式による分類 

等 
有L管 
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2. 貯留施設は、浸透施設を6用することにより、湛水深、湛水時間を少なくするこ

とが可能である。 

3. 貯留施設は平7時の利用機能を�わないよう、また施設が8�されることがない
よう適yな位置、構造とする。 

4. 貯留施設は集水、排水が9:となるよう、貯留部の敷高、構造等に配wしなけれ
xならない。 

5. 空隙型について 

① 単t度砕石による空隙型には、有L管を{用するのが;ましい。 

② 地下水の影響がある場合には、地下水の流入がない構造とする。 
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３－１－２ 排水施設 

 

排水施設は、以下の条件をiす構造とする。 

（1）雨水が集水施設から貯留施設に流入し、流出抑制桝（3－3 89）を`て地区外排水施設

<スムー=に>かれるよう接続部および排水施設の配置、構造に配wする。 

（2）貯留部には、側溝等の排水施設を設けるものとする。 

 

（解 説） 

1. 集水施設と貯留施設の接続部には桝を設ける。 

2. 貯留部には、,水-度を少なくし、排水をすみやかにするため、側溝等の排水施設を設ける。 

また、貯留部の底面および排水側溝には、適yな排水.配を設ける。 

3. 流出抑制桝と地区外排水施設を連絡する放流管は、できるHけ直Zとし、管rは短くする。 
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３－１－３ 周囲小堤 

 

貯留施設の周囲小堤は、法面の安定、構造物の安全性、設置場所の状況等を+'し、
適yな構造様式を設定する。 

 

（解 説） 

1. 貯留施設の周囲小堤は、平7時の利用に支障のない構造とする。 

貯留可能水深は、貯留場所の利用形Cによりa化するが、一般に 0.3m?度の@いものである。 

このため、貯留部の構造は、土地利用、AB、地形等により、c土、コンクリー

ト#$およびコンクリートブロックがnえられる。 

2. 貯留部周囲小堤の構造が土構造となる場合は、小堤および小堀込式とも法面の.配は 1U2

を標準とし、天端には 1.0m?度の平場を確保する（図 3.289）。 

この場合、特に法面の安定についての規定はないが、土@により法面の浸Cのお
それのある場合は、芝Dり等により法面処理を施すものとする。 

また、天端のE 1.0mは、c土の安定、貯留時の通路機能を配wしたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2 貯留部周囲小堤の概念 

 

3．コンクリート#$やコンクリートブロックを用いる場合には、安全性、本来の土地利用、

AB等に配wする。周囲小堤の構造様式の例を図 3.3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3 周囲小堤としてのコンクリート壁、コンクリートブロックの例 
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３－１－４ 余水吐と天端高 

 

周囲小堤がc土等による貯留構造（小堤式）となる場合は、計画降雨以上の降雨時
の安全性を配wし、余水吐を設けるものとする。 

余水吐は自FG流式とし、土地利用、周'の地形をnwして安全な構造となるよう
設定する。 

また、天端高は貯留施設の計画水位に余水吐のG流水深を加えた高さ以上とする。 

 

（解 説） 

1. 余水吐は、計画降雨以上の降雨時に、貯留施設の水位が計画水位を上回り、小堤部をG流す

ることがないように、小堤の安全Hとして、あらかじめ設けておく施設である。 

なお、堀込式の場合でも、計画降雨以上の降雨によって著しく水深が深くなりj
都合が生じる可能性のある時は、余水吐を設ける。 

2. 余水吐のG流水深は 0.1m を標準とし、G流Eはo式、あるいは、集水面積とG流Eの関係

を示した図 3.4からIみ取ることによってsまる。 

なお、図 3.4は、標準的な設計流量（tz10分、fz0.9）を対象に、G流水深 0.1m、0.2mの

JースのG流Eを計算した結果を示したものである。 

     \ 

     ]・hc3K2 

ここに、LU余水吐G流E （m） 

\U設計流量（z1K360・f・i・MU年 G確H 1K30流量） 

f U流出係4（0.9を標準とする） 

i U降雨強度（z3587.2/（t0.78N20.475）U年 G確H 1/30降雨強度式） 

t U洪水YZ時間（10分を標準とする） 

MU集水面積（ha）、hcUG流水深（m）、]U流量係4（z1.8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4 越流幅と集水面積の関係 
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3. 余水吐のG流部を 1 1所に集中放流させることにより下流部への被害がEOされる場合は、

41所に分L配置するか、または全面的なG流構造とする。 

余水吐は、単#の施設として設けるのではなく、他の施設と6用すると、施設の
安全上、PB上、建設Qの面からも効果的である。例えx、公園等にあっては図
3.6で実施されているように、出入ロを利用することもnえられる。 

本来の利用目的を有する土地に設ける貯留施設において余水吐を単#として設置する場合

には、施設利用上障害のないように、Rット、フSンス等で保4したりするとともに、G水時

において流れが集中する下流に対し、安全上支障のないことの確認が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5 余水吐（水深 20cm）         図 3.6 余 水 吐 
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３－１－５ 底面処理 

 

底面は、降雨TU後の排水を_やかにするために、必要に応じてその土地利用に配

wし、適yな底面処理を施すものとする。 

 

（解 説） 

小堤および小堀込式施設の底面は、降雨後の排水機能を高めるよう適yな.配を設
ける。 

また、排水機能を高める底面処理の方法としては、排水V渠を設置する他、透水性

M料による置換等がある。駐車場や公園等に舗装を施す場合には、透水性舗装や透水

性ブロック舗装を用いることが;ましい。 
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３－１－６ 安全対策 

 

貯留施設は、生W空間と密Xした位置に設置されるため、安全対策はもとよりY
生、ABにも配wし、必要に応じ適yな設備を設けるものとする。 

 

（解 説） 

1. 貯留施設の設置にあたっては、降雨時はもとより、7時における安全対策とともに排水jl

によるY生面への影響、さらに生W空間としてのABの向上等について設計段Zから十分な配

wが必要である。 

2. 学校の校庭を利用する場合、貯留部をVけてE 1.0m 以上の通路を確保し、貯留時において

も[下校に支障のないよう配wする。 

3. 当該敷地が、雨水流出の調節機能を有するものであることを\示する標識を設けることが;

ましい。なお、設置位置は、原則として当該敷地への出入口とする。 

4. 必要に応じ、9\設備を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.7 標識標準例 

 

m2 
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３－２ 浸透施設の設計 

３－２－１ 浸透トレンチ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸透トレンチの構造は、原則として下記による。 

（1）浸透トレンチ内には、接続された桝からの流入水を^一に分Lさせるため、充填さ

れた砕石中に透水管をu設する。その管6は]100F200mmを標準とする。 

（2）砕石上面、側面は透水wートで^い、普通土で埋める。 

 

（解 説） 

1. 浸透トレンチは、浸透施設のうちの最も_表的な施設であり、浸透機能の他、雨水管渠同様

の通水機能を有し、雨水管渠に`えて用いることができる施設である。 

設置場所としては建物周り、J地、広場の外周等がnえられ、浸透雨水桝とb
み合わせて用いられる。 

2. 透水管について 

① 透水管の土被りは 25cm以上とする。 

② 透水管のM@は、コンクリート、透水性コンクリートおよびa化bニルとす
る。 

③ 透水管の管6は、]100F200mmを標準とし、一般の下水管の設計と同様に通水機能を保

持するよう計画する。 

④ 透水管のV&方は、空V&とする。なお、空V&とは、c合せ構造でdeイント補強し

ない接合方法をいう。 

r 

w1 w1 w2 

透水wート 

H
 

W 
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3. 浸透トレンチの標準E（掘削E）は、表 3.1に示すとおりである。 

 

表 3.1 浸透トレンチの標準幅 

管6 

(mm) 

有効高 H 

(mm) 

EW 

(mm) 

w1 
(mm) 

w2 
(mm) 

浸透能力 

(m3/m) 

]100 650 400 150 100 0.17 

]125 650 400 138 125 0.17 

400 125 150 0.17 
]150 650 

500 175 150 0.18 

650 500 150 200 0.18 
]200 

750 750 275 200 0.22 

 

4. 砕石上面および側面には、土uの流入防止のため、透水wートを敷く。また、埋(し土のf

さは、芝等への影響をさけるため 150mm以上とした。 

5. 砕石の天端と透水管天端の間gは 100mm以上とする。 

6. 浸透トレンチの間gおよび.配は以下のとおりとする。 

① 桝の間gは 20mを標準とする。 

② 管の.配は管内のvuをnwして 2hを標準とする。 

③ 浸透トレンチの接続は、浸透雨水桝において流出側の管底が流入側の管底よ

り高い位置となるようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.8 浸透トレンチの接続 
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３－２－２ 浸透雨水桝 

 

 

塩化ビニル製 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポリプロピレン製 
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コンクリート製（丸型） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンクリート製（角型） 
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浸透雨水桝の構造は、原則として下記による。 

（1）浸透雨水桝は、底部をモル2ル等で水jせず、底面部および側面部に透水性のM料を

用いるとともに、u、砕石等で充填した構造とする。 

（2）浸透雨水桝の流入口、流出口には、kミ除lのため、フィル2ーを設けることが;ま

しい。 

 

（解 説） 

1. 浸透雨水桝は、浸透トレンチ、透水性Ｕ形側溝等とbみ合わせて{用し、これらの施設の浸

透機能が最大限発fできるように、土uHめの機能をもち、mn等維持管理のしやすい構造と

する。 

2. 浸透雨水桝の標準構造は、表 3.2に示すとおりである。 

 

表 3.2 浸透雨水桝の標準構造 

M@ 
ます6 

（mm） 

EW 

(mm) 

w1 
(mm) 

w2 
(mm) 

w3 
(mm) 

浸透能力 

(m3/1所) 

a化bニル ]200 500 142.7 6.3 202 0.32 

]250 500 118.5 6.5 250 0.32 
]リ3ロoレン 

]300 600 143.5 6.5 300 0.37 

]240 500 100 30 240 0.32 コンクリート 

（p型） ]300 600 120 30 300 0.37 

]240 500 103 27 240 0.32 コンクリート 

（R型） ]300 600 114 36 300 0.37 
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３－２－３ 道路浸透桝 

 

 

街渠桝工（浸透用）450用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

側溝桝工（浸透用） 
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 雨水桝工 C（浸透用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路浸透桝の構造は、原則として下記による。 

（1）桝底面にqのあいたブロックを用いた構造とする。 

（2）底面部には、透水性のブロックを用いるとともに、単t度砕石 4iで充填した構造と

する。 

 

 

（解 説） 

1. 道路浸透桝は、街渠とbみ合わせて{用するものであり、桝本体の形状はrs重をnwして

決めたものである。 

2. 集水区域が道路であり、多量のkミの流入がEOされるため、桝内のmnを定期的に行う等

十分な維持管理が必要である。 

 

 

 

 

浸透能力 
（m3/1所） 

0.11 

0.12 

0.13 

0.16 

雨水桝工 C 標準構造 
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３－２－４ 透水性Ｕ形側溝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

透水性Ｕ形側溝の構造は、原則として下記による。 

（1）側溝の底面に砕石を 20cm 充填した構造とする。 

また、側溝の側面にはtf 10cmの砕石を施す。 

（2）側溝は、透水性のものを{用し、そのEは 150F300mmを標準とする。 

 

 

（解 説） 

1. 側溝には、土地利用上の安全性、土u流入の防止等のためにuvけとする場合が多い。 

また、側溝への排水の取付け口には、EOされる土u流入の状況に応じて土uH
め用の桝を設けるとともに、土uのmn等十分な維持管理が必要である。 

2. 側溝に段Qが生じたり、あるいは、.配がmな場合には、側溝の!端（下流）にwを設ける

ことがある。 

これは、wにより雨水をw止め、側溝内にx流させ、浸透能力を高めるためのも

のである。 

3. 透水性Ｕ形側溝の標準構造は、表 3.3に示すとおりである。 

 

表 3.3 透水性Ｕ形側溝の標準構造 

名称 
h1 
(mm) 

h2 
(mm) 

h3 
(mm) 

b1 
(mm) 

b2 
(mm) 

b3 
(mm) 

浸透能力 

(m3/m) 

U-B150-H150 185 385 285 210 30 410 0.12 

U-B240-H240 290 490 390 330 45 530 0.15 

U-B300-H300 360 560 460 400 50 600 0.16 
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３－２－５ 透水性Ｌ形側溝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

透水性Ｌ形側溝の構造は、原則として下記による。 

（1）側溝の底面に砕石を 15cm 充填した構造とする。 

（2）側溝は、透水性のものを{用する。 

 

 

（解 説） 

透水性Ｌ形側溝はＵ形に比べ、浸透能力は多少yるが、`済的で透水性舗装とb
み合わせて{用しやすい。 
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３－２－６ 透水性舗装 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

透水性舗装は、原則として下記による。 

（1）透水性舗装は、G道および自動車交通の少ない生W道路、駐車場に用いるものとする。 

（2）舗装M料、構造は、路床からu、砕石、透水性アスコンの順とする。 

 

 

（解 説） 

1. 透水性舗装は、舗装体の貯留機能と路床からの雨水の浸透機能を有しており、その構成は図

3.9に示すとおりである。 

また、設置場所としては、貯留、浸透機能を十分発fさせるために、地表面.
配のmな場所はVけるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.9 透水性舗装の概念 

 

2. 「透水性舗装ハンドブック」によれx、透水性舗装の適用範囲は、G道を中zに生W道路等

の{交通を許す車道および駐車場等の構内舗装としている。本指針もこれに準じて、比|的目

}りの少ないとnえられるG道や駐車場を適用範囲とした。 

3. 透水性舗装の構造は、路床の設計]L~等通7の設計条件の他、舗装体に負sさせる設計貯

留量によって設計することもある。 

 !"#$%&'(              !"#$%)*+( 
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３－２－７ 透水性ブロック舗装 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

透水性ブロック舗装は、原則として下記による。 

（1）透水性ブロック舗装は、s重の比|的少ないG道等に用いるものとする。 

（2）透水性ブロック舗装は、路床から、u、砕石、u、透水性ブロック（透水性平�、透

水性イン2ーロッキンBブロック等）の順とする。 

 

 

（解 説） 

1. 透水性ブロック（透水性平�、透水性イン2ーロッキンBブロック等）より浸透した雨水は、

u、砕石を`て地盤に浸透するが、路盤のrめsめがj^等な場合には、路盤での雨水の移動

によって敷uが流され、部分的に !する場合がある。このため、施工にあたっては、この点

に十分*意するとともに、n面部への適用はVけるのが一般的である。 

 

 

 

 !",-#$%&'(              !"./012#$%&'( 
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３－２－８ 浸透施設における空隙貯留の構造 

 

浸透施設における空隙貯留は、設置場所の本来の土地利用目的、安全性、維持管理

等を総合的に+'し、流出抑制機能が効果的に発fできる構造とする。 

 

（解 説） 

1. 流出抑制機能を効果的に発fするため、以下の点に留意する。 

① 土u流入防止のため、集水施設と貯留部の接続部には桝等を設ける。 

② 流出抑制桝（３－３89）を設ける。 

③ 地下水の影響がある場合には、地下水の流入がない構造とする。 

2. 透水性舗装等の底部を置換して空隙貯留とする場合は、有L管を設けることと
する。 
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３－３ 流出抑制桝の設計 

 

流出抑制桝は計画放流量を安全に処理できるものとし、以下の条件をiす構造とする。 

（1）流出抑制桝の流入部は、土u、"#等が直接流入しない構造とする。 

（2）オリフィスには、出水時において人為的$作を必要とする%ート、-ルブ等の装置を設け

ないものとする。 

 

 

（解 説） 

1. 流出抑制桝は、土uや"#等が流入することによって、放流能力の低下、オリフィスのTU、

あるいは�&の生じないような構造とする必要がある。このため、流出抑制桝は、土uHめ、

ちりよけスクリーン等を備えたものとする。 

これらの要件を備えた流出抑制桝の構造様式は、図 3.10に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.10 流出抑制桝 

 

 

2. スクリーンは、主として、オリフィスが空'やbニール(等のkミによってTUされること

を防止するために設けるものであるため、スクリーンの間gは、オリフィスの大きさに応じて

aえる必要がある。 

スクリーンの間gをaの?度にするかは、決め難い問題であるが、一応の目安として、本指

針では、オリフィスの口6の 1/3をスクリーンの最大間gとする。 

 

スクリーン 
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図 3.11 スクリーン間隔 

 

 

また、オリフィスの口6が小さく、TUがz配される場合には、目の)いスクリーンと;かい

スクリーンを２重に取り付ける等の対策が効果的である。 

さらに、スクリーン自体がbニール(等によりTUすることもEOされるため、スクリーンの

面積は、できるHけ広くすることが;ましい。 
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第４章 施  工 

 

４－１ 貯留施設の施工 

 

 貯留施設の施工にあたっては、当施設が有する*洪水を調節するために雨水を一時貯留する+

という機能を十分理解し、貯留部、流出抑制桝および本来の土地利用に係る施設についてそれぞ

れに要sされる機能と水準をiたす施工を行う。 

 

(解 説) 

1. 土工並びに構造物の施工にあたっては、関係部局の施工指針に従う。 

2.  貯留施設の機能を�なわないよう、施工のRには以下のことについて十分な配wが必要であ

る。 

① 小堤並びに天端の施工にあたっては、構造物の高さの管理に十分*意すると共に、コンク

リート構造物と土堤との接合部等について、部分的に,い~所が生じないよう配wする。 

② -来施設の沈下が発生しないよう配wした施工を行う。 

③ 貯留施設に土u等が流入しないよう十分*意して施工する。 

④ 施設設置~所において、地下水位が高い場合は.水wート等を設置し、適yな施工を行う。 

⑤ 流出抑制桝は、流出抑制機能を発fする重要な施設であり、高さの管理とオリフィスの形

状/法については高い0度の施工が必要である。 

⑥ 貯留部の底面には、排水がスムー=に行われるように適yな.配をつける。 
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４－２ 浸透施設の施工 

 

 浸透施設の施工にあたっては、掘削、埋(し、1BにRし、自然の地$並びに置換砕石の浸透

能力を�なわないよう配wする。 

 

(解 説) 

1. 掘削に当っての留意事項はoのとおりである。 

① w2ベル等で掘削する場合、地$側面を34ように掘り、掘削面が平:にならないように

5上pる。 

② 機6掘削の場合も、側面、底面はスコッ3等を用い、人力で整形する。 

③ 床付け面はkで>みsめないこと。そのため、掘削7U後、たHちにu・砕石を敷き^す。 

④ 基%u・砕石は、人力により敷^しを行う。 

⑤ 掘削した部分は、その8のうちに浸透施設を設置する。また、原則として降雨時には施工

しない。掘削したままで雨が降ると、地$が9かるみになり、浸透能力が著しく低下する。 

2. 浸透施設の基%を施工するときは、砕石部分の浸透能力を�なわないよう、1Bの回4、1

B方法に十分配wする。 

掘削および埋(し時に、土u、埋(し土等が浸透施設の砕石部に入らないよう、十分*意し

て施工する。 

施工中、浸透施設内に土uが流入しないよう、Fuをしておく等の周Yな配wが必要である。 

3. 透水性舗装・浸透雨水桝等、浸透施設の近くで一般工事を行う場合は、wートを敷く等して、

:土、;<等が浸透施設に入り込まないよう*意する。 
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第５章 維持管理 

 

５－１ 貯留施設の維持管理 

 

7成後の貯留施設の機能を確保するために、施設の設置qは、必要に応じて管理要=を策定し、

施設の維持管理に>めるものとする。 

 

(解 説) 

1. 貯留施設は、維持管理が適正に行われることにより、その機能をr期にわたって発fするこ

とができる。従って、施設の設置qは、当該施設の管理qを\らかにすると共に、管理要=を

策定し、治水機能の維持管理に>めることが;まれる。 

管理要=の?'は、表5.1に示すとおりである。 

2. 施設の@Aにあたっては適B、下記事項を確認する。 

とりわけ、豪雨、地Cの直後には必ず@Aを行う必要がある。なお、施設点検表(表5.289)

を作成しておくことが;ましい。 

①堤体の8� 

②堤体のD水 

③法面の|} 

④放流施設のvu 

⑤スクリーンのEみ 

⑥貯留部内のF7vu 

⑦安全施設の8�状況 

3. F状が認められた時は、すみやかに所要の処置、通G等を行う。 

4. 維持管理の充実をはかるため、貯留施設の設計、施工およびGlの災害復H、修Iに関する

図書を整理・保管しておくことが重要である。 
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表5.1貯留施設の管理要領(案) 

 

JJJJ貯留施設管理要=(') 

(目的) 

第1条 JJJJ貯留施設は、JJJ川(JJJ下水路)の洪水を{減することを、その設置目的と

する。 

2. 貯留施設については、その設置目的Z成のため、7にlmな状Cにおいて維持管理を行い、

その安全確保に>めなけれxならない。 

 

(管理体制) 

第2条 貯留施設をlmに管理するために、貯留施設の設置qは、当該施設の管理qを決めるもの

とする。 

 

(施設の@回) 

第3条 管理qは、貯留施設の機能確保をはかるため、oの施設の状況等について@Aするものと

する。 

(1)小堤並びに法面の8�の有K 

(2)放流施設のkミv積およびvu等の有K 

(3)貯留施設内および側溝、桝等のF状vu、kミv積の有K 

(4)安全L等の8�の有K 

(5)その他貯留施設の機能および安全に係る事項 

 

(平7時の@A) 

第4条 管理qは、水防期間(6月F10月)中M条の@Aを行うものとする。 

 

(洪水時および地C時の@A) 

第5条 管理qは、名古屋地方q象hにおいて大雨洪水MGが発令されたとき、または、C度４以上

の地Cが発表されたときは、すみやかに第3条に規定する@Aを行うものとする。 

 

(通G) 

第6条 管理qは、@Aにより施設等のF状を発Iしたときは、すみやかにJJJJ(施設管理q)

に通Gするものとする。 

 

(管理8N) 

第7条 管理qは、@Aを実施したときの雨量および施設の状況について、別に定める管理8Nに

記Oし、年1回JJJJ(施設管理q)にN出するものとする。 

 



‐59‐ 

表5.2 点検施設表（案） 

点検実施年・月・8 平成  年  月  日 点検者  責任者印  

異常の有無 要処置 処置済 
点検箇所 着目点 点検済 

有 無   

(雨水貯留施設の点検内容)      

小 堤 損傷、沈下、法面の損傷      

法 面 法崩れ、法面保護工の損傷      

放 流 施 設 構造物の異常、スクリーンの詰まり、堆砂      

側 溝 桝 ゴミ、土砂の堆積      

下 流 水 路 構造物の異常、障害物の有無      

安 全 柵 等 破損      

樹 木 等 枝折れ      

植 生 芝のはがれ、他      

       

       

       

       

       

〈浸透施設の点検内容〉      

浸 透 雨 水 桝 フィルタ、底面のゴミ、土砂の堆積      

透水性 U形側溝 ゴミ、土砂の堆積      

透 水 性 舗 装 目詰まり状況、ゴミ、土砂堆積      

       

       

       

       

       

       

       

必要とされる措置、講じた処置      
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５－２ 浸透施設の維持管理 

 

浸透施設の機能をr期にわたって維持するために、施設の設置qは、必要に応じて管理要=を

策定し、施設の維持管理に>めると共に、浸透能力の定期的な確認に>めるものとする。 

 

(解 説) 

1. 浸透施設は、維持管理が適正に行われることによりその機能を発fする。従って、施設の設

置qは、当該施設の管理qを\らかにすると共に、必要に応じて管理要=を策定し、治水機能

の維持管理に>めることが;まれる。 

管理要=の?'は、表5.3に示す通りであり、点検表はM節の表5.2に示したようである。 

2. 浸透施設は、kミ、Pれ#、土u等のv積によって目}りをQさないよう、設置後の管理q

を\確にし、管理qは維持管理に>めなけれxならない。また、R雨時期、hSwー=ン、P

れ#、芝TりのU節には、特に*意する。 

なお、下記の施設については、重点的にkミや土uの除lをする。 

①土u等v積物が多いとnえられる施設 

1） V地排水や道路排水が直接流入する施設 

2） 公園、J地等のW地に設けた施設 

3） 上面がオー3ンな施設 

②その他 

透水性U形側溝にG流wを設ける場合、その周'では、kミや土uがv積することが多いとn

えられる。 

3. 透水性舗装については、施工場所、期間によってFなるが、目}りによる浸透能力低下がn

えられる。目}りの状況は、目AによってかなりEOできるので、地区をf定し、浸透機能を

回復させるためmnを行う。 

4. 浸透施設の構造あるいは機能にF状が認められた時は、すみやかに所要の処置、通G等を行

う。 

5. 維持管理の充実を図るため、浸透施設の設計、施工およびGlの災害復H、修Iに関する図

書を整理・保管しておくことが重要である。 
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表5.3浸透施設の管理要領(案) 

 

JJJJ浸透施設管理要=(') 

(8的) 

第1条 JJJJ浸透施設は、JJJ川(JJJ下水路)の洪水を{減することを、その設置目的と

する。 

2. 浸透施設については、その設置目的Z成のため、7にlmな状Cにおいて維持管理を行い、

その安全確保に>めなけれxならない。 

 

(管理体制) 

第2条 浸透施設をlmに管理するために、浸透施設の設置qは、当該施設の管理qを決めるもの

とする。 

 

(施設の@回) 

第3条 管理qは、浸透施設の機能確保をはかるため、oの施設の状況等について@Aするものと

する。 

(1)浸透雨水桝の底およびフィル2ーのkミ、土uのv積の有K 

(2)透水性U型側溝のkミ、土uのv積の有K 

(3)透水性舗装の目}り状況 

(4) 施設の8�の有K 

 

(@A) 

第4条 管理qは、水防期間(6月F10月)中M条の@Aを行うものとする。 

 

(通G) 

第5条 管理qは、@Aにより施設等のF状を発Iしたときは、すみやかにJJJJ(施設管理q)

に通Gするものとする。 

 

(管理8N) 

第6条 管理qは、@Aを実施したときの施設の状況について、別に定める管理8Nに記Oし、年

1回JJJJ(施設管理q)にN出するものとする。 
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1. 貯留浸透施設計算表 

 
指針では、貯留浸透施設の計画から設計、施工、維持管理について、基本原則とそのnえ方を

示した。 
貯留・浸透施設の水理計算、構造物e部の形状決定の方法の:;は指針の解説に示されており、

施設の計画・設計にあたっては、指針の内容を十分に理解しておく必要があることは言うまでも

ない。 
たHし、計画・設計にあたっての必要な計算は、さXa難しいものではなく、指針に示されて

いる図表をうまく利用することにより、比|的5易に行うことができる。 
貯留浸透施設の計画・設計を間Yいなく、しかも順Zlく行うために、o[に示す計算表を作

成した。 
この計算表は、aの流出抑制方式にも対応できるように作成したものであり、地下式あるいは

ため池利用の貯留施設であったり、または、特別な構造2イ3の浸透施設である等、本指針で対

象としている以外の施設でない限り、XとJaの場合に適用できるものである。 
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表 6.1 貯留浸透施設計算表 

 

基  本  条  件 浸  透  施  設 

敷 地 面 積  ~２ zA 必 要 貯 留 浸 透 量 Qaz m3 zVa－V 

J 地 面 積  ~２ zAG 施 設 名 称 浸透能力(qc) 
施設4量

(N) 
貯留容量
(qc・N) 

集 水 面 積  ~２ zA－AG 浸 透 ト レ ン チ  ~3/~  ~ m3 

６０分間雨量 63.0 ~~ 浸 透 雨 水 桝 工  ~3/1所  1所 m3 
計 画 雨 量 

２４時間雨量 204.8 ~~ 街 渠 桝 工  ~3/1所  1所 m3 

計 画 規 模 Vz 4~３/100~２ 雨 水 桝 工  ~3/1所  1所 m3 

流 出 係 4 7z 0.975 

道路浸

透桝工 
側 溝 桝 工  ~3/1所  1所 m3 

洪 水 Y Z 時 間 \cz 10  min 透 水 性 U 型 側 溝  ~3/~  ~ m3 

計 画 放 流 比 流 量 q0z m３/0/ha 透 水 性 L 型 側 溝  ~3/~  ~ m3 

計 画 放 流 量 Q0z m３/0 透 水 性 舗 装  ~3/~２  ~２ m3 

貯  留  施  設 透水性ブロック舗装  ~3/~２  ~２ m3 

必要貯留容量 Vaz ~３ zA・Q/100      m3 

貯 留 面 積 Fz ~２ 貯 留部平^面

積 

     m3 

     m3 貯 留 部 

天 端 高 

HTz ~ 合 計 浸 透 量  m3 z](qc・N) 

計 画 高 水 位 HWLz ~ 施 設 貯 留 量  m3 z](vc・N) 

設 計 貯 留 浸 透 量  m3 z]^(vc+qc)・N_ 貯 留 部 

底 面 高 

HLz ~ 

 

j k 貯 留 浸 透 量  m3 zQa-Qc 

貯 留 水 深 Wz ~ zHWL-HL 流  出  抑  制  桝 

- 
 

. 
 

/ 
貯留可能容量 Vz ~３ zF・W 形 状   

j k 貯 留 容 量 Vsz ~３ zVa－V 
> 入 管 

底 高 Hiz ~ 

形 状   
降 雨 強 度 `=134.0mm/hr 

475.20

2.3587
78.0 +

=
tc

 放 流 管 
底 高 H0z ~  

敷 高 HDz ~ 7Hi 
設 計 流 量 Q=   m3/0 

410
360
1 −⋅⋅⋅= Arf

B力水2 Hpz ~ zHWL-HD-D/2 
オリフィス 

口6 Dz ~ 
hpg

Q
⋅⋅

=
26.0

0  

G 流 水 深 hc=         m 

 

間 g Pz ~ 7D/3 

F 7 洪 水 位 HHWL=       m 1HWL+hc 
スクリーン 

面 積 Sz ~2 120・D2 

天 端 高 MTz ~ 1HWL 

0 
 

1 
 

2 

G 流 E B=    ~ 
3/2

30

hc1.8

Q

⋅
1  桝 

桝 底 高 MBz ~ YH0 

HWL 

F

ｈ

HWL

HL

HT

F

ｈ

HWL

HL

HT
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.貯留浸透施設計算表の{い方0 

① 集水面積（指針 P.1089） 

 地形図等から貯留浸透施設に雨水を集めることのできる区域（z集水区域）を設
定し、その面積（z集水面積(A)）をsめる。 

 また、２－３「計画規模」でいうとこgのJ地が集水区域内に含まれている場合
には、J地面積(Aa)を集水面積(A)から除くことができる。 

 

② 計画規模（指針 P.1089） 

 計画降雨規模である年 G確H降雨１/10における必要貯留容量（Va）および必

要貯留浸透量（Qa）は 4~３/100~２であり、放流比流量（q０）は 0.09~３/s/haを

基本とするが、下水道施設の整備状況、流域の開発状況等の条件nwし算定する必
要がある。また、貯留可能容量（V）あるいは設計貯留浸透量（Qc）に余bがある
場合には、必ずしもこの計画規模にこHわる必要はなく、可能な範囲で貯留可能容

量（V）あるいは設計貯留浸透量（Qc）を大きくとることが;ましい。 

 たHし、この場合でも、放流比流量（q０）を上回らないものとする。 

③ 計画放流量（指針 P.2889） 

 流出抑制方式にかかわらず、流出抑制桝を設置し、集水区域からの雨水流出量を

計画放流量（Q０）まで抑制する。 

 計画放流量（Q０）は計画放流比流量（q０z0.09~３/0/ha）からo式によりsま
る。 

  計画放流量（~３/0)z0.09(~３/0/ha)t集水面積（ha） 

④ 必要貯留容量（指針 P.1689） 

 必要貯留容量（Va）は計画規模（Q=4~３/100~２）からo式によりsまる。 

  必要貯留容量（~３）z4(~３/100~２)t集水面積（ha）t100 

⑤ 貯留部の形状（指針 P.17F1889） 

 貯留面積は、本来の利用目的に係る施設の形状、配置によって定めるものとする。

また、貯留水深を決めるにあたっては、表 6.1に示されているように、貯留時の安

全性等についての十分な配wが必要である。 

表 6.1 貯留限界水深 

土地利用 貯留場所 
貯留限界水深 

（~） 

小学校 屋外�動場 ０．３ 

中学校 屋外�動場 ０．３ 
学 

 

校 
高等学校 屋外�動場 

０．３ 

 ０．５ 

!"公園 #$等を除く広場 ０．２ 公 

 

園 
近%・地区公園 �動施設用地 

０．３ 

 ０．５ 

集合住宅 棟間J地 ０．３ 

駐車場 駐車ます ０．１ 
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⑥ 貯留可能容量（指針 P.1789） 
 貯留部の底面が水平でしかも法.配が直である場合には、貯留可能容量は V=Fchでsまるが、
一般的に、貯留部底面には排水をlくするために多少の.配がついており、また、法.配も直

でない場合が多い。 
 このような場合、貯留可能容量（V）は下記のように平^e面法で算出するものとする。 
 なお、貯留施設単#の場合は、貯留可能容量（V）が必要貯留量（Va）より大きくなけれx

ならない。 
 
 
 
 
 
 
 

 
⑦ jk貯留容量 

 jk貯留容量（Vs）>0の場合には、浸透施設を6用することによりjk分を補う。 
 
[ 余水吐（指針 P.38F3989） 
 余水吐は、貯留部の周囲小堤を一部ydいたり、流出抑制桝の上部口を広くとったりして必

要なG流E（B）を確保するが、必ずしも 1J所に集中させる必要はなく、4J所に分Lして

設けることもできる。この場合、e余水吐のG流Eの合計が B~以上であれxlい。 
 G流Eは、oのような計算手順でsめるか、あるいは、図 6.1よりIみとる。 
             1  
            360 
           z0.34t集水面積（~２）t10－４ 
  G流水深（~）  z0.1（~）を標準とする。 
               設計流量（~３/0）    
            1.8t[G流水深（~）]３K２ 
           z5.973t集水面積（~２）t10－４ 

標高（~） 面積（e） 標高Q（~） 平^面積（e） 区間容量（f） g加容量（f） 

h０ i０ 0.0 j 0.0 0.0 

h１ i１ h1(=H1－H0) A1(=1/2(F0+F1)) kV1(h1cA1) kV1 

h２ i２ h2(=H2－H1) A2(=1/2(F1+F2)) kV2(h2cA2) kV1+kV2 

h３ i３ h1(=H3－H2) A3(=1/2(F2+F3)) kV3(h3cA3) 

     

V=kV1+kV2+kV3 

  =貯留容量 

  設計流量（~３/0）z   t0.9t135.4（mm/hr）t集水面積（~２）t10－４ 

  G流E（~）   z    

図 6.1 貯留施設断面図 

表 6.3 貯留容量計算表 
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図 6.2 越流幅と集水面積の関係 

 
l 必要貯留浸透量（指針 P.1989） 
 必要貯留浸透量（Qa）は計画規模（Vz4~３/100~２）からo式によりsまる。 
  必要貯留浸透量（~３）z4（~３/100~２）t集水面積（ha）t100 

 
m 浸透施設の配置 
 浸透施設を有効に機能させるためには、浸透施設を集水区域内にできるHけ^等に分Lさせ

ることが;ましい。 
 特に、浸透施設単#の流出抑制方式を"用する場合には、集水区域に降った雨は、すべて、

いずれかの浸透施設に流入するよう、浸透施設の配置や集排水c統に工hが必要である。 
 
n 浸透能力と施設貯留量（指針 P.20F2689） 
 浸透能力（qc）は、表 6.4の構造2イ3別の標準値を適用することができる。 

 

表 6.4単位施設での浸透能力の標準値 

施設名称 単位 浸透能力 
浸透トレンチ ~3/~ 0.17F0.22 
浸透雨水桝工 ~3/1所 0.32F0.37 

街渠桝工(450用) ~3/1所 0.06 
側溝桝工 ~3/1所 0.06 道路透桝工 
雨水桝工（C’） ~3/1所 0.11F0.16 

透水性 U型側溝 ~3/~ 0.12F0.16 

透水性 L型側溝 ~3/~ 0.04 
(G道) ~3/~2 0.07 

透水性舗装 
(駐車場) ~3/~2 0.07 
(G道) ~3/~2 0.07 

透水性ブロック舗装 
(駐車場) ~3/~2 0.07  
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o 設計貯留浸透量（指針 P.2789） 
 e種構造2イ3について必要な施設4量（N）を決定し、nで設定した浸透能力（qc）と施
設貯留量（vc）に施設4量（N）を乗じて、e構造2イ3それぞれの浸透量（qccN）、施設貯
留量（vccN）をsめ、これを合計した値が設計貯留浸透量（Qc）となる。すなわち、設計貯留
浸透量（Qc）ze構造2イ3の貯留浸透量（(qc+vc)cN）の合計となる。 
 設計貯留浸透量（~３）zp^(浸透能力(~３)N施設貯留量(~３)t施設4量_ 

 
q jk貯留浸透量 

 jk貯留浸透量（Qs）>0の場合には、貯留可能容量（V）あるいは浸透施設4量（N）を増
やす。 

 
r オリフィス（指針 P.28F30） 
 敷高（HD）は、流出抑制桝への集水施設の底高以下とし（図 6.4）、口6（D）は下式を用
い、放流量 Q及び、hpの関係よりsめる。 

   .WX71.2Dの場合0 
       

2/3hpDCQ ⋅⋅=     （C=1.8） 
   .1.2DYWXY1.8Dの場合0 
       DhpDhp 8.1,2.1 ==  の Qを直Z近[ 
   .WX11.8Dの場合0 

       hpgDCQ ⋅⋅⋅⋅= 2' 2
  （C’=0.6） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.3 オリフィス敷高 

図 6.4 圧力水頭の決め方 
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s スクリーン（指針 P.54F5589） 
 スクリーンの間g（P）は、オリフィスの口6（D）の 1/3以下を目安とする。 
 また、スクリーンの面積（S）については、指針において特に制限は設けなかったが、実Rの

設計にあたっては、オリフィスの口6面積（D２）の 20t以上を目安としている場合が多い。 
 たHし、ここでいうスクリーン面積（S）とは、スクリーンの空面積をいうものである。 

 
 
 
 
 

図 6.5 スクリーン 

 

u 流出抑制桝の構造（指針 P.38F39、P.5489） 
 流出抑制桝を余水吐とv用させる場合には、放流桝の天端高は H.W.Lと同じでなけれxなら

ず、その場合、G流E（B）は、桝の内側の'のrさとなる。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

図 6.6 流出抑制桝 



‐70‐ 

2. 計算例 

ここでは、貯留浸透施設の計画に重点を置き、主に施設?元の計算方法を例題によって説\す

る。 

例題としては、流出抑制方式としてnえられるoの3つの方式をとりあp、「貯留・浸透施設計

算表」を用い、ewについて計算方法、手順、*意事項をとりまとめた。 

 

x例題一1A貯留施設単#による流出抑制方式 

x例題一2A浸透施設単#による流出抑制方式 

x例題一3A貯留施設と浸透施設の6用による流出抑制方式 
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x例題‐1A－貯留施設単#の場合－ 

A中学校において、学校敷地からの雨水流出を抑制するために、校庭用地を利用して貯留施設を

計画・設計する。 

 

学校敷地面積:20,020m2 

校庭面積:8,500m2 

 

図7.1土地利用 

(計算結果) 

表7.1、図7.2に示すとおり。 

なお、Bランド底面は、平^2%。の.配がついており、また、法面も2yの.配がついているた

め、貯留容量は平^e面法により、下表のようにsめた。 

 

標高 面積 標高Q 平^面積 区間容量 貯留容量 

h（~） i（e） W（~） M（e） yV（f） V（f） 

29.65 45 － － 0 0 

29.75 8.262 0.10 4.153 415 415 

HMLz 

29.80 
8300 0.05 8.281 414 829 
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表 7.1 A中学校の貯留浸透施設計算書 

 

基  本  条  件 浸  透  施  設 

敷 地 面 積 20,020 ~２ zA1 必 要 貯 留 浸 透 量 Qaz m3 zVa－V 

J 地 面 積 0 ~２ zA2 施 設 名 称 
浸透能力 

(qc) 
施設4量

(N) 
貯留容量 
(qc・N) 

集 水 面 積 20,020 ~２ zA1－A2 浸 透 ト レ ン チ  ~3/~  ~ m3 

６０分間雨量 63.0 ~~ 浸 透 雨 水 桝 工  ~3/1所  1所 m3 
計 画 雨 量 

２４時間雨量 204.8 ~~ 街 渠 桝 工  ~3/1所  1所 m3 

計 画 規 模 Vz 4~３/100~２ 雨 水 桝 工  ~3/1所  1所 m3 

流 出 係 4 7z 0.975 

道路浸

透桝工 
側 溝 桝 工  ~3/1所  1所 m3 

洪 水 Y Z 時 間 \cz 10  min 透 水 性 U 型 側 溝  ~3/~  ~ m3 

計 画 放 流 比 流 量 q0z 0.09m３/0/ha 透 水 性 L 型 側 溝  ~3/~  ~ m3 

計 画 放 流 量 Q0z 0.18 m３/0 透 水 性 舗 装  ~3/~２  ~２ m3 

貯  留  施  設 透水性ブロック舗装  ~3/~２  ~２ m3 

必要貯留容量 Vaz801 ~３ zA・Q/100      m3 

貯 留 面 積 Fz5,530 ~２ 貯 留部平^面

積 

     m3 

     m3 貯 留 部 

天 端 高 
HTz30.0 ~ 

合 計 浸 透 量  m3 z](qc・N) 

計 画 高 水 位 HWLz29.80 ~ 施 設 貯 留 量  m3 z](vc・N) 

設 計 貯 留 浸 透 量  m3 z]^(vc+qc)・N_ 貯 留 部 

底 面 高 
HLz29.65 ~ 

 

j k 貯 留 浸 透 量  m3 zQa-Qc 

貯 留 水 深 Wz0.15 ~ zHWL-HL 流  出  抑  制  桝 

- 
 

. 
 

/ 

貯留可能容量 Vz829 ~３ zF・W 形 状 U300  

j k 貯 留 容 量 Vsz-28 ~３ zVa－V 
> 入 管 

底 高 Hiz29.35 ~ 

形 状 ]300  
降 雨 強 度 `=134.0mm/hr 

475.20

2.3587
78.0 +

=
tc

 放 流 管 
底 高 H0z28.50 ~  

敷 高 HDz29.35 ~ 7Hi 
設 計 流 量 Q=0.671m3/0 

410
360
1 −⋅⋅⋅= Arf

B力水2 Hpz0.335 ~ zHWL-HD-D/2 
オリフィス 

口6 Dz0.33 ~ 
hpg

Q
⋅⋅

=
26.0

0  

G 流 水 深 h c = 0 . 1 0 m 

 

間 g Pz0.10 ~ 7D/3 

F 7 洪 水 位 HHWL=29.90m 1HWL+hc 
スクリーン 

面 積 Sz2.312 ~2 120・D2 

天 端 高 MTz29.90 ~ 1HWL 

0 
 

1 
 

2 

G 流 E B =  1 1 . 8~ 
3/2

30

hc1.8

Q

⋅
1  桝 

桝 底 高 MBz28.42 ~ YH0 

HWL 

F

ｈ

HWL

HL

HT

F

ｈ

HWL

HL

HT



‐73‐ 

 

Ａ－Ａ断面 

 

 

 

図7.2 A中学校校庭貯留施設構造一般図 
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x例題‐2A－浸透施設単#の場合－ 

密集市街地のB?会z{|ン2ーにおいて、敷地からの雨水流出を抑制するために、浸透施設を

計画・設計する。 

 

|ン2ー敷地面積:4、980m2 

 

 

図7.3 土地利用 

(計算結果) 

表7.2、図7.4に示すとおり。 

なお、|ン2ー敷地内には、指針の２－３「計画規模」で定義されているJ地に該当する区域

が300m2あるため、これについては集水区域から除外した。 
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表 7.2 B社会教育センターの貯留浸透施設計算書 

 

基  本  条  件 浸  透  施  設 

敷 地 面 積 4,980 ~２ zA1 必 要 貯 留 浸 透 量 Qaz m3 zVa－V 

J 地 面 積 300 ~２ zA2 施 設 名 称 
浸透能力 

(qc) 
施設4量

(N) 
貯留容量 
(qc・N) 

集 水 面 積 4,680 ~２ zA1－A2 浸 透 ト レ ン チ 0.17 ~3/~ 260 ~ 44.2 m3 

６０分間雨量 63.0 ~~ 浸 透 雨 水 桝 工 .32 ~3/1所 65 1所 20.8 m3 
計 画 雨 量 

２４時間雨量 204.8 ~~ 街 渠 桝 工  ~3/1所  1所 m3 

計 画 規 模 Vz 4~３/100~２ 雨 水 桝 工 0.11 ~3/1所 8 1所 0.88 m3 

流 出 係 4 7z 0.975 

道路浸

透桝工 
側 溝 桝 工  ~3/1所  1所 m3 

洪 水 Y Z 時 間 \cz 10  min 透 水 性 U 型 側 溝 0.12 ~3/~ 280 ~ 33.6 m3 

計 画 放 流 比 流 量 q0z 0.09m３/0/ha 透 水 性 L 型 側 溝  ~3/~  ~ m3 

計 画 放 流 量 Q0z 0.042 m３/0 透 水 性 舗 装 0.07 ~3/~２ 750 ~２ 52.5 m3 

貯  留  施  設 透水性ブロック舗装 0.07 ~3/~２ 550 ~２ 38.5 m3 

必要貯留容量 Vaz ~３ zA・Q/100      m3 

貯 留 面 積 Fz ~２ 貯 留部平^面

積 

     m3 

     m3 貯 留 部 

天 端 高 
HTz ~ 

合 計 浸 透 量 190.4 m3 z](qc・N) 

計 画 高 水 位 HWLz ~ 施 設 貯 留 量 0.0 m3 z](vc・N) 

設 計 貯 留 浸 透 量 190.4 m3 z]^(vc+qc)・N_ 貯 留 部 

底 面 高 
HLz ~ 

 

j k 貯 留 浸 透 量 3.2 m3 zQa-Qc 

貯 留 水 深 Wz ~ zHWL-HL 流  出  抑  制  桝 

- 
 

. 
 

/ 

貯留可能容量 Vz ~３ zF・W 形 状 ]200  

j k 貯 留 容 量 Vsz ~３ zVa－V 
> 入 管 

底 高 Hiz11.20 ~ 

形 状 ]250  
降 雨 強 度 `=134.0mm/hr 

475.20

2.3587
78.0 +

=
tc

 放 流 管 
底 高 H0z10.70 ~  

敷 高 HDz11.00 ~ 7Hi 
設 計 流 量 Q=   m3/0 

410
360
1 −⋅⋅⋅= Arf

B力水2 Hpz0.652 ~ zHWL-HD-D/2 
オリフィス 

口6 Dz0.14 ~ 
hpg

Q
⋅⋅

=
26.0

0  

G 流 水 深 h c =    m 

 

間 g Pz0.05 ~ 7D/3 

F 7 洪 水 位 HHWLz   m 1HWL+hc 
スクリーン 

面 積 Sz0.392 ~2 120・D2 

天 端 高 MTz12.00 ~ 1HWL 

0 
 

1 
 

2 

G 流 E B=    ~ 
3/2

30

hc1.8

Q

⋅
1  桝 

桝 底 高 MBz10.62 ~ YH0 

HWL 

F

ｈ

HWL

HL

HT

F

ｈ

HWL

HL

HT
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図7.4 Ｂ社会教育センター浸透施設配地平面図

260260
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x例題‐3A－貯留施設と浸透施設を6用した場合－ 

C図書}において、敷地からの雨水流出を抑制するために、貯留・浸透施設を計画・設計する。 

図書}の広場を利用して貯留施設を設ける。たHし、この貯留施設では、計画規模にI合う容

量が確保できないため、jk分は浸透施設で補うものとする。 

 

図書}敷地面積:       10、000e 

広場面積:       1、080e 

 

図7.5 土地利用 

(計算結果) 

表7.3、図7.6に示すとおり。 

なお、広場の貯留容量は下表によりsめた。 

標高 面積 標高差 平均面積 区間容量 貯留容量 

Ｈ（ｍ） Ｆ（㎡） ｈ（ｍ） Ａ（㎡） ΔV（㎥） V（㎥） 

6.60 380 － － 0 0 

6.70 400 0.10 390 39 39 

6.75 950 0.05 675 34 73 

HML＝ 

6.90 
1000 0.15 975 146 219 

 

また、本貯留施設は、X~7全な掘込式であるため、余水吐は設けないこととした。 

貯留施設の貯留可能容量(V)は219m3であり、必要貯留容量Va=400m3に対してjkしているため、
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当地区においては、浸透施設によりこのjk分を補うこととした。 

jk分を補うために必要な浸透施設の規模(=必要貯留浸透量(Qa))は、必要貯留容量から貯留可

能容量をQ引くことによりsめたものである 
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表7.3 C図書館の貯留・浸透施設計算書 

 

基  本  条  件 浸  透  施  設 

敷 地 面 積 10,000 ~２ zA1 必 要 貯 留 浸 透 量 Qaz m3 zVa－V 

J 地 面 積 0 ~２ zA2 施 設 名 称 
浸透能力 

(qc) 
施設4量

(N) 
貯留容量 
(qc・N) 

集 水 面 積 10,000 ~２ zA1－A2 浸 透 ト レ ン チ  ~3/~  ~   m3 

６０分間雨量 63.0 ~~ 浸 透 雨 水 桝 工  ~3/1所  1所  m3 
計 画 雨 量 

２４時間雨量 204.8 ~~ 街 渠 桝 工  ~3/1所  1所 m3 

計 画 規 模 Vz 4~３/100~２ 雨 水 桝 工  ~3/1所  1所  m3 

流 出 係 4 7z 0.975 

道路浸

透桝工 
側 溝 桝 工  ~3/1所  1所 m3 

洪 水 Y Z 時 間 \cz 10  min 透 水 性 U 型 側 溝 0.14 ~3/~ 548 ~ 65.76m3 

計 画 放 流 比 流 量 q0z 0.09m３/0/ha 透 水 性 L 型 側 溝  ~3/~  ~ m3 

計 画 放 流 量 Q0z 0.09 m３/0 透 水 性 舗 装 0.07 ~3/~２ 1122 ~２ 78.54m3 

貯  留  施  設 透水性ブロック舗装 0.07 ~3/~２ 550 ~２ 28.70m3 

必要貯留容量 Vaz400 ~３ zA・Q/100      m3 

貯 留 面 積 Fz1,095 ~２ 貯 留部平^面

積 

     m3 

     m3 貯 留 部 

天 端 高 
HTz7.00 ~ 

合 計 浸 透 量 190.4 m3 z](qc・N) 

計 画 高 水 位 HWLz6.90 ~ 施 設 貯 留 量 0.0 m3 z](vc・N) 

設 計 貯 留 浸 透 量 190.4 m3 z]^(vc+qc)・N_ 貯 留 部 

底 面 高 
HLz6.70 ~ 

 

j k 貯 留 浸 透 量 3.2 m3 zQa-Qc 

貯 留 水 深 Wz0.20 ~ zHWL-HL 流  出  抑  制  桝 

- 
 

. 
 

/ 

貯留可能容量 Vz219 ~３ zF・W 形 状 U300  

j k 貯 留 容 量 Vsz221 ~３ zVa－V 
> 入 管 

底 高 Hiz6.60 ~ 

形 状 ]250  
降 雨 強 度 `=134.0mm/hr 

475.20

2.3587
78.0 +

=
tc

 放 流 管 
底 高 H0z6.10 ~  

敷 高 HDz6.53 ~ 7Hi 
設 計 流 量 Q=   m3/0 
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図7.6 C図書館の貯留・浸透施設構造一般図 
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3. 実施例 

ここでは、名古屋市内に設置されている貯留・浸透施設の実施例を示す。 

〔実施例一1〕 名古屋市白川公園の貯留施設 

〔実施例一2〕 名古屋市扇台中学校の貯留施設 

〔実施例一3〕 西区役所山田支所及び山田図書館の貯留・浸透施設 

〔実施例一4〕 名古屋市久方中学校の貯留施設 
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〔実施例－１〕名古屋市白川公園の貯留施設 

 

�川公園(都市計画公園)の貯留施設は、昭和59年に市単#事業として実施したものである。 

貯留場所は、下図に示す公園の広場全域である。 

 

 

 

図 8.1白川公園貯留施設平面図 

 

集 水 面 積 20、000 e 貯 留 面 積 9、600 e 

必 要 貯 留 量 800 m3 貯 留 水 深 0.3 m 

  貯 留 可 能 容 量 1、000 m3 
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〔実施例－２〕名古屋市扇台中学校の貯留施設 

 

jh中学校の貯留施設は、天�川流域に位置しており、流域貯留浸透事業の一 として計画・

設計されたものである。 

貯留場所は、下図に示す校庭の表面および校庭下の!間である。 

 

図8.3 扇台中学校 貯留施設平面図 

 

 

 ! " # 10$100 m2 % & " # 4$300 m2 

' ( ) * + , - W=1/10 % & ! . 0.55 m 

) * / 0 124.0 mm/hr % & 1 2 3 4 640 m3 

5 6 ' 7 0.9 8 5 9 : ; < = 0.20m>0.13m 

? ! @ A B C 10 D E ' 8 5 4 0.048 m3/s 

F 3 8 5 4 0.062m3/s G ! B C H 

*U計画?元及び許容放流量は、下流河川及び水路等の条件より設定した。 
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貯 留 施 設 工 

 

 
  

 

 

。  放 流 施 設 工  

図 8.4 扇台中学校 貯留施設構造図 
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〔実施例‐3〕  西区役所山田支所及び山田図書館 

  

  

敷地面積 3574.43 m２ 貯留浸透施設

緑地面積 671.65 m２ 雨水貯留層 1 箇所 87.78 m３

集水面積 2902.78 m２ 透水性舗装 1539 ㎡ 107.73 m３

必要貯留量 174.2 m３ 設計貯留浸透量 195.51 m３

数量 貯留浸透量

図 8.5 山田支所・山田図書館貯留浸透施設平面図 

*）当施設が新川流域内であるため 600m3/haを必要貯留浸透量とした。 
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図8.6 山田支所・山田図書館流出抑制桝詳細図 
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〔実施例‐4〕  名古屋市久方中学校の貯留施設 

"方中学校の貯留施設は、天�川流域に位置しており、流域貯留浸透事業の一 として計画・

設計されたものである。 

貯留場所は、下図に示す校庭の表面および校庭下の3ラスチック貯留である。 

 

 

 

図8.7 久方中学校貯留施設平面図 

 

 

 

 ! " # 14$560 m2 % & " # 2$700 m2 

' ( ) * + , - W=1/10 % & ! . 0.497 m 

) * / 0 124.0 mm/hr % & 1 2 3 4 1140 m3 

5 6 ' 7 0.9 8 5 9 : ; < = 0.19m>0.19m 

? ! @ A B C 10 D E ' 8 5 4 0.061 m3/s 

F 3 8 5 4 0.061m3/s G ! B C I 

*U計画?元及び許容放流量は、下流河川及び水路等の条件より設定した。 
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e
面
図

 

 

流出抑制桝 

平面図 

 

 

e面図 

図8.8 久方中学校 貯留施設構造図 

 


